労働時間・割増賃金不払に関する是正勧告とその対策

１．行政当局は労働時間や残業未払い等に関する取締りを強化

· 平成14年度の定期監督による違反状況（労働基準法違反）としては、「労働時間」に関するものが約3万件と最も多く、次いで｢就業規則｣、｢割増賃金｣がそれぞれ約1万7000件程度となっている。労働基準法違反全件（8万7000件）の中で、「労働時間」、「割増賃金」に関するものだけで半数以上を占めているのが特徴的である（表１）。

· 労働基準法違反状況のワースト５項目を平成13年度と比較してみると、「労働時間」、「割増賃金」、「賃金台帳」の取締り件数が増加している。

· 上記より、労働時間や残業未払い等に対する監督行政の強い取り組み姿勢が伺え、とくに平成14年以降、取締りを強化していることがわかる
表1　定期監督等労働基準法違反状況ワースト５

	
	1位　労働時間

（32～40条）
	２位　就業規則
（89条）
	３位　割増賃金
（37条）
	４位　労働条件の

明示（15条）
	５位　賃金台帳
（108条）

	平成14年度
	29,351
	17,509
	17,077
	8,712
	7,600

	平成15年度
	27,981
	19,966
	16,059
	8,833
	5,435


２．行政当局が取り締まりを強化している要因・背景

	· 社会的な背景として、まず、景気低迷やリストラに端を発する長時間・過重労働、過労による労災、安全配慮義務違反事件等が増加傾向にあること。

· こうした背景を受けて、厚生労働省より下記の通り監督指針が公示されており、昨年５月の坂口厚生労働大臣の「サービス残業徹底取締りの指示」とも相俟って取締りが強化されている。

· 上記より、是正勧告を受けた場合の対応としては、単に届出書類等の表面的な体裁を整えるのみならず、「健康障害の防止」を意識した本来的な労務管理の改善を求められる傾向にある。


社会的な背景　　　　　　　　　　　　　　　厚生労働省の監督指針の公示
	長引く景気低迷、それに伴うリストラ


最小人員での生産・サービス提供体制

　　　　成果主義への移行促進


長時間労働の助長


健康障害事件、労働災害事件の頻発

ｅｘ、電通事件、

オタフクソース・イシモト事件等



	平成8/10月　「健康診断結果に基づき事業者が構ずべき指針」

平成11/9月　「心理的負荷による精神障害等に係る業務上外の判断指針について」

平成13/4月　「労働時間の適正な把握のために使用者が構ずべき措置に関する基準」

平成13/12月　「脳血管疾患および虚血性心疾患の認定基準」

平成14/2月　「過重労働による健康障害防止のための総合対策」

平成15/5月　「賃金不払残業総合対策要綱について」


３．労働時間・割増賃金不払に関わる是正勧告の怖さ


[image: image1]
※是正勧告に従わないとどうなるのか・・・・

· 是正勧告書は、労働基準監督官が法違反に該当すると考えた事項を記入して、あくまで是正を勧告するために交付する文書であり、是正勧告書自体に強制力はない。

· 事業主側があくまで「法違反ではない」と突っぱねた場合、労働基準監督官は法違反として捜査の上、送検し、検察庁や裁判所の判断に委ねられることになる（労働基準監督官は法違反について捜査権を有する）

· ただし、実際に送検されて罰則が適用されるケースは極めて少なく、非常に悪質であったり、重大なものであるケースに限られる（平成13年度は全国で３件のみ）

· 罰則はあくまで労働基準法において適用されるものであり、たとえば、「割増賃金不払」の場合は罰金30万円に処せられるが、これを支払ったとしても、私法上の債務不履行を免れるものではない（つまり、不払と認定された割増賃金は支払いを命じられるということ）。

４．是正勧告を受けた場合の対応の要点

	· 労基法違反の問題よりも、賃金債務不履行の問題の方が大変重要である。

· 是正勧告通りに対応できればよいが、資金不足等で遡及分の支払いができない場合に、どう対応するかがポイントとなる

· 重要なことは、まず「将来に向かってきちんとした改善が行われること」であり、過去の未払い分については、直ちに支払えなかったとしても、従業員全員、個々の理解が得られれば、そのことのみで送検されたり、罰則まで適用されたりすることは少ない。





従業員全員との「納得できる形での合意形成」こそが重要

５．日常より労務管理において注意すべきポイント

（１）労働時間の管理をしっかりと行う

　

「労働時間の適正な把握のために使用者が構ずべき措置に関する基準」で示されていること

　　①労働者の労働日ごとの始業・終業時刻を確認し、これを記録すること

　　②その方法は、使用者が自ら現認するか、タイムカード・ＩＣカード等の客観的な記録を基礎とすること

　　③やむを得ず自己申告制とする場合、以下の措置を講ずること

　　　(ｱ)対象となる労働者に対して、労働時間の実態を正しく記録し、適正に自己申告を行うこと

などについて十分な説明を行うこと

(ｲ)自己申告制において把握した労働時間が実際の労働時間と合致しているか、必要に応じて実態調査を実施すること

(ｳ)労働時間の適正な申告を阻害する目的で、時間外労働時間数の上限を設定するなどの措置を講じないこと

　　④労働時間の記録に関する書類について、労働基準法109条に基づき3年間保存すること

上記の通り管理できれば問題ないが、

自己申告であれ、タイムカードであれ、実務上は、最低限、日々、個人ごとに記録することが求められる（もちろん、毎日９時～１８時などというように定時の始業・終業時刻を一律に記載しているようなものでは不可）。

（２）労働時間制度を充実させる

　・時間管理が面倒なために一律の労働時間制度を採用しており、そのために労働時間の「無理」や「無駄」が生じている企業が多いのが実情。

　　ｅｘ　所定労働時間９～１８時で実労働時間が１１～２０時という場合、

　　　　　　⇒　労働時間数は８時間で所定労働時間と同じなのに、１８時以降の２時間は時間外として取り扱う

　　　　　事務職・営業職・技術職など仕事の種類が混在している

　　　　　　⇒　一律の労働時間制度では無理がある


直接コストに跳ね返ることでもあり、面倒がらずに「無理」、「無駄」が生じないように

適正な労働時間制度を再構築する必要あり

ｅｘ　20～30人程度の企業でも、職種ごとに

　　　通常タイプ、管理監督者、専門業務型裁量労働制、フレックスタイム制、

変形労働時間制と５タイプの労働時間制度を導入している例もあり、

慣れれば管理も苦にならない

（３）労働時間に関わる協定・規則等の書類の整備を行う

　　　以下に書類整備のポイントを記載します

　　①就業規則・賃金規定

　　・労働時間、労働時間制度、始業・終業時刻およびその繰上げ・繰下げ、休日、振替休日、割増賃金の計算式などは実態に即すよう詳細に規定する

　　

・営業手当や役職手当など、残業代の性質を有する賃金・手当については、

　　　　⇒　それが残業代としての支払いであることの明記、

　　　　　　何時間分の残業代に相当するのか、

　　　　　　実際の残業時間がそれを超える場合には差額を支払うこと、の記載が必要

　　

②３６協定

・３６協定の意義は「協定の範囲内であれば、1日８時間、週４０時間を超えて労働させても罰則を適用しない」という免罰効果にある。

・したがって、調査を受けても大丈夫なように、また、緊急事態が起きても協定の範囲内に収まるように最大の枠を取ることが肝要（監督署から目をつけられないようにと、実際よりも短い時間を届け出るケースも多い）

※1日について延長できる最大枠　＝　２４時間　－　所定労働時間　－　休憩時間

　　ｅｘ　所定労働時間8時間、休憩1時間なら１５時間延長できる。この場合、１５時間で届け出れば、万一、丸1日徹夜作業となってしまっても労基法違反とはならない

・１カ月、1年の延長できる時間の上限は４５時間、３６０時間だが、特別条項付にすれば上限なく定めることも可能

· ただし、上限がないといっても、下記の点より実務上は年間の延長枠は９６０時間以内に収めるべき

２～６月平均で時間外労働がつき８０時間を超えた場合（年間９６０時間）

⇒　産業医による助言指導を受ける義務が発生する

（必要な場合、臨時の健康診断も受診させなければならない）

　　　脳・血管性疾患と業務との関連性が強いと判断される

（脳・血管疾患および虚血性疾患等の認定基準より）

・「労働させることができる休日」の「休日」とは、１週１回の法定休日を指す

　　　　⇒　つまり、最大枠は月４日となる

　　

	「１日、１月、年間の延長時間」にしても、「労働させることができる休日」にしても、特別条項にしても、万が一にも法違反を犯さないという姿勢で届出を行うべき

（最大枠を届け出る）　　


③労働時間制に関わる各協定

　　３６協定以外に、下記のような協定・届出書類の整備も必要

・裁量労働制などのみなし労働時間制に関わる協定書

・フレックスタイム制、変形労働時間制に関わる協定書

・一斉休憩の適用除外に関する協定書

（４）割増賃金の計算、算定、支払方法に不備がないようにする

　　計算基礎に算入すべき各種手当の金額が算入されずに、割増賃金が計算されているケースが非常に多くチェックが必要

　　※割増賃金の計算基礎から除外できる手当

　　　「家族手当」（注1）、「通勤手当」、「別居手当」、「子女教育手当」、「住宅手当」（注2）
「臨時に支払われる賃金」、「１カ月を超える期間ごとに支払われる賃金」

　　　注1：家族数に関係なく一律支給のものは家族手当とみなされず割増賃金の計算基礎に算入

　　　注2：住宅費用に定率を乗じた額、または、住宅費用を段階的に区分し費用が増えるに従って額を多くするものは除外可能。一定額を一律に支給するものは割増賃金の計算基礎に算入

（５）健康診断は確実に行い、産業医・衛生管理者・推進者の選任などの健康関係対策も講じる

　・1年1回の定期健康診断はもちろんだが、深夜に従事することが多い労働者には６カ月に1回

ごとの定期健康診断も必要になる

　　・10人以上の会社では、衛星推進者の選任を忘れずに行う（届出は不要）

　　・３６協定など時間外労働に関する協定を結ぶ際に、付帯協定項目として、たとえば、「１月の時間外が80時間や100時間など一定時間を超えた労働者や、３カ月連続80時間を超えた労働者には別途健康診断を受けさせる」というようなことを協定し、参考資料として添付して届け出る工夫などもよい（最大枠で協定することへの配慮）

　（６）休日の確保や有給休暇を取得しやすくするようにして、休みが与えられるような配慮をする

　　・「長時間労働はあるが、休みはその分多く取らせている」というような企業であれば、万一の際の、安全配慮義務の過失としてもリスクが軽減されることにつながる

　　　（参考）代休ポイント制：深夜まで仕事をした場合にはポイントがたまり、代休として使える制　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　度を導入している企業もある。独自制度なので会社が承認した日にだけ使えたり、会社がある程度指定した日に休ませたりするなど、法定の有給休暇より会社にとって使いやすい。

　（７）上記項目の整備に加えて、もし、是正勧告を受けてしまったら下記事項に留意する

・是正勧告を受けたからといって検挙されたわけではなく、まずはあわてずに、指導に従って今後

改善するという気持ちで臨む

　　・表面的に体裁を整えたり、虚偽の報告をしない

　　　会社の管理体制を整える良いきっかけにするという姿勢が求められる

　　・期日内にできることとできないことを分ける

　　　是正勧告書では期日を指定されて改善を求められるが、一から労務管理基盤を整え直すことが

必要なケースもある。期日内にできそうもない事項は、いつごろまでに行うかを申し出る。

　　・是正報告には証拠書類・参考資料を添付する

　　　たとえば、従業員との話合いの記録や同意書などを作成し、監督官にそれらを示すことで、改善に前向きに取り組んでいるという心象を与えることができる

　　・再監督、追加調査に対応できるようにする

　　　実際に未払賃金の遡及分を、どの労働者に、いつ、いくらずつ支払ったか、その計算の根拠資料なども用意し、いつ、再調査、再監督されても不備のないようにしておく

６．現実的に改善が難しい場合の対処法

　　「労働時間」、「割増賃金」に関する是正勧告を受けて、もはや事業継続をあきらめかけたが、ある手法で、最大の問題であるコストについて解決できた企業の事例

	業　種：和菓子店

始　業8：30　終　業19:30

休憩時間：90分

労働時間：9.5時間

休　日：6日/月（年間72日）

出勤日数：22,24,25日/月

労働者数：10人

１カ月賃金総額：230万円


　

（１）企業の概要

（２）是正勧告の内容

　


　

（３）改善策の内容・・・一定の残業代を賃金にあらかじめ含ませることで解決

注1：１日の所定労働時間を7時間としたのは、年間休日を72日（従前と同じ）とするため

　　　年間労働日数293日（365日－72日）で年間2,085時間（週40時間×365日÷7日）の枠内に収めるには、１日の労働時間は7時間でなければならない（2,085時間÷293日＝約7時間）

注2：計　算　式

　　　時間外手当額をＸとすると、

　　　　Ｘ＝（300,000円－Ｘ）／１カ月平均所定時間数（170.92）×1.25×62.5時間

　　　１カ月平均所定時間数の計算式

　　　　（365日－年間休日72日）×１日所定時間7時間÷１２カ月≒170.92

（４）「残業代を賃金に含ませる」手法の注意点

　　判例では「時間外労働手当を固定給で支払うことも、法所定の割増賃金を上回っている限り適法」

　　とされているが、判例や行政解釈から見て、以下の点で注意が必要

　①賃金に含まれる残業代部分を明確にし、それが何時間分の割増賃金になるのかを明示する

　②実際の残業が賃金に含まれている部分を超える場合には、その差額を支払うことおよびその合意

ができていること

　　③毎月含めることとする時間数が45時間／月、360時間／年の限度時間をオーバーする場合には、

特別条項付の36協定が必要

　　④労働契約だけでなく、就業規則上の根拠も必要になる。この場合次のような内容で規定する

　　　ア.基本給に時間外、深夜、休日割増賃金が含まれることとする

　　　イ.超えた分は差額を支払うこととする

　　　ウ.定例給与に割増分を含むとはいえ、実際の残業は36協定の枠の範囲内で行う

　　⑤すでにいる従業員に適用させる場合には、不利益変更の問題が生じないよう、個別同意が必ず必要になる

　　⑥長時間労働の温床ともなりうることから、健康に対する配慮措置を講じること


（参考資料）

森紀男・木原祐二(2004)「頻発する是正勧告とその対応策」（ビジネスガイド№610）日本法令

労働時間・割増賃金不払の改善には、予期せぬ多大なコストがかかってしまう。


ｅｘ　過去に遡って未払賃金を支払う　


⇒　中小企業でも、一時に、数百万～数千万円の資金負担を伴う


　　ｅｘ　今後、適正に時間管理・賃金計算を行っていく


　　　　　　⇒　一気に、人件費コストが上昇する








事業継続が不可能となる深刻なケースも多い





当社はいわゆる町の和菓子店で職人の世界


いまや小売店は朝から夜までオープンが当たり前で、当社の労働時間も9.5時間と長い


左記条件でとくに残業代は支払っていなかった


社長は職人で労働法に関する知識は乏しく、この店舗運営を前提に月給○○円というように給与を決めていた





所定労働時間を7.5時間/日に


１日２時間分の割増賃金を支払う


１年変形、87日の年間休日


３カ月遡及支払い


１月賃金総額：330万円





・ 所定労働時間を削減し休日を増加させるよう勧告あり


できる限り現状に近い形で店舗運営できるよう、１年単位の変形労働時間制を導入し、休日も最低限度でよい旨の指導があったが、


それでも、当社にとって１月100万円の賃金上昇は、もはや「店をたたむ」しかないほどの大きな金額





たまたま、この会社では従業員もみな現状に大きな不満を持っておらず、むしろ、働き場所が無くなることのほうがよほど困ると考えていた


日頃から経営者と従業員の関係も非常に良好であった、ことなどから・・・











これを機に従業員と徹底的に話し合い、


次の改善策をもって事業継続を図ることができた





所定労働時間を7時間に


（始業8：30、終業17：00）


１日2.5時間の割増賃金を支払う


（19：30までの残業代をあらかじめ込みで給与を支払う）


2.5時間×25日＝62.5時間込み


本来基本給：205,890円


時間外手当：94,110円


１カ月変形労働時間制、


年間72日の休日（月6日）、


出勤日数21～25日





元の給与額は、改善前の勤務条件を前提とした金額であり、従業員もそのように理解していた


そこで、１日の所定労働時間を7時間に短縮し、


毎日2.5時間分の割増賃金が発生することとした（注1）


元30万円の給与の人なら、下記計算式（注2）にあてはめて左記内訳にてあらかじめ残業代込みで支払うこととした（総支給額は30万円で変わらず）


このように、従業員全員の給与額に一定の割増賃金を含ませる手法を使うことで、大幅な人件費のコストアップなしに適法化できた








成果やパフォーマンス対応型の賃金システムへと社会が移り変わる中で、法体系は依然として旧体系のままなので、この残業代を賃金に含ませるという裏技的な手法も有効な時がある


もちろん、そのためには、労働時間はしっかりと管理して、健康面でも気を遣うということが大前提となる


実際に、この手法で是正報告をしたところも多数あり、監督行政も認めざるを得ないものとして取り扱われている


したがって、この手法は、労働時間・割増賃金に関する是正勧告への対処策としてだけでなく、一般的な賃金システムとして定着していく可能性もある
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